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午前10時00分開会 

○今野座長 それでは、時間にもなりましたし、皆さんおそろいですので、第13回東京都

障害者就労支援協議会を開催いたします。 

 いつものとおり、本協議会については会議、議事録とも原則公開ですので、よろしくお

願いをいたします。 

 それでは、一番最初でなんなんですけど、申しわけないんですが、私、きょうちょっと

用事がございまして、早目に終わらせていただきたいと。いつも時間をオーバーしていま

すので、きょうは早目に終わらせていただきたいと思います。議論が途中でも、途中で終

わりというふうに言いますので、ご協力いただきたいと思います。 

 それでは、まず、事務局から資料の確認をお願いします。 

○野原課長 では、福祉保健局の野原でございます。お手元の資料の確認でございます。 

 会議次第と委員名簿のほか、資料は１から７までございます。内容は会議次第に記載し

た一覧のとおりです。資料の１、２と４から６までは先日郵送いたしましたけれども、資

料の３のパンフレットと、それから７番の大きなＡ３判の資料、こちらは本日初めて配付

させていただきます。 

 なお、本日の議論のときに使用するため、テーマ、論点に関する別紙も配付しておりま

す。 

 不足等ございませんでしょうか。もしありましたらば挙手をしていただけますようお願

いいたします。いかがでしょうか。 

○今野座長 それでは、議事に入る前に、新たな委員のご紹介をさせていただきます。 

 東京商工会議所の上條委員です。 

○上條委員 上條でございます。よろしくお願いいたします。 

○今野座長 よろしくお願いします。 

 あと、本日の出欠ですが、都立南大沢学園の馬籠委員がご欠席でございます。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 お手元の議事次第にありますように、きょうはその（１）と（２）ですね、２つの議題

でございます。 

 それでは、まず、その（１）の障害者雇用・就労推進連携プログラム2013についてです。 

 まず、事務局から説明をお願いします。 

○野原課長 それでは、ご説明をさせていただきます。 
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 資料の１番の連携プログラムの冊子でございますけれども、平成20年に策定した首都東

京の行動宣言を具体化するための毎年度の事業計画というものでございます。今年で５回

目になりますけれども、各団体の事業について24年度の実績と25年度の目標を報告いただ

きまして、事務局で取りまとめました。 

 こちらの冊子でございますけれども、開いていただきまして、２ページから９ページ目

までは「東京の障害者雇用に係る施策の展開」でございます。冒頭は障害者雇用の現状と

就労支援協議会メンバーの取り組みの概要でございます。 

 ２ページの１番目では「東京の障害者雇用の現状」ということで、東京の障害者雇用情

勢の現状を分析してございます。この中では、障害者雇用数が過去最高となっており、雇

用率は上がっていきますが、まだ法定雇用率には至らない。特に障害者雇用の雇用率の達

成企業の割合もまだ３割程度、そのような中で25年４月から1.8％から２％に法定雇用率

が引き上げられたというものでございます。 

 また、３ページ目のほうで、障害者の就職件数についても、精神障害者を中心に増加し

ているということが見られます。 

 ４ページについては、「国の取組」でございます。今後とも企業への雇用率の達成指導、

それから障害者の個々人や障害特性に応じたきめ細かな支援に取り組んでゆくというもの

でございます。 

 ５ページへ行きますと、「障害者の就労支援の主な取組」ということで、東京都及び関

係団体の主な取り組みを掲載しているものでございます。東京都で大きな計画が３つござ

いまして、2020年の東京、東京都障害福祉計画、特別支援教育計画に基づいて事業を進め

ているというものでございます。 

 その中で、「身近な地域の就労支援機関の設置による障害者の支援」、続く６ページに行

きまして「企業等での職場見学・職場実習・職業訓練」、７ページに行きまして「障害者

を支援する人材の育成」、それから「雇用の場と機会の拡充」「雇用に取り組む中小企業へ

の支援」、８ページに行きまして、教育所管で、「児童・生徒の職業的自立を目指した教育

の推進」を行うというものでございます。 

 10ページ以降については、行動宣言が出されたときの本文と、そこにぶら下がる事業の

一覧でございます。 

 事業の詳細につきましては、一番後ろにクリップでおつけをいたしましたＡ３判の資料

の「障害者雇用・就労推進連携プログラム2013の構成」をご覧いただきたいと思います。 
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 左上のほうから見てまいりますけれども、新規事業は４件でございます。１件は、東京

都福祉保健局の事業でございます。３件については、東京労働局所管の企業支援中心の助

成金について統合を行ったというもので、新規と終了が背中合わせになっているというも

のでございます。拡充事業は10件ということで、主立ったものについて網かけで説明をし

ております。それから、平成24年度に終了したものが６事業、平成23年度以前に終了した

ものが７事業というものでございます。これについては、リーフレットの作成などで単年

度で終了したもの、それから、３カ年のモデル的な取り組みを行い、成果を取りまとめて

地域の就労支援機関などへ還元するということで、事業を終了したものなどが含まれてお

ります。 

 東京都福祉保健局所管の障害者就労促進パートナーシップ事業が新規事業として左側の

５－６でございます。この内容は、就労支援機関と企業との直接の意見交換、職場実習を

あわせて実施することによって双方のギャップを埋めてミスマッチを解消するというもの

で、企業と就労支援機関の出会いの場を設けて、さらにそこに参加した企業で職場実習を

実施してもらうというものでございます。 

 なお、前回の会議で職業センターの春日所長から問い合わせがありました法定雇用率未

達成企業というように限定するのはどうかという件については、「法定雇用率未達成と障

害者雇用に課題を感じている事業所」ということで対外的に今後説明していく予定でござ

います。 

 詳しくはこちらのＡ３判のものと、それから連携プログラムの本文のほうに内容が書い

ておりますので、ごらんいただければと思います。 

 以上でございます。 

○今野座長 ありがとうございました。 

 それでは、何かご質問ございますでしょうか。 

○中山委員 ３ページの表を拝見して、ちょっと教えてください。 

 一番上の黒い欄が発達障害者、難治性の疾患、病の方ということなんですけど、精神保

健手帳を持っている発達障害者というのは、その下の欄に入っているんですか、それとも

黒いところに入っているんでしょうか。 

○野原課長 労働局から提供いただいた資料をつけております。労働局の統計でどのよう

に分類しているかわかりませんけれども、精神障害者の手帳を持っていらっしゃる方は精

神障害者として分類されているかと思います。詳細については、労働局のほうでご存じで
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あればお答えいただければと思います。 

○清野委員 今のとおりで、手帳をお持ちの方は精神障害者のほうに分類されております。 

○中山委員 わかりました。ありがとうございます。 

○今野座長 ほかにいかがですか。よろしいでしょうか。 

 それでは、きょうは次の議題に多くの時間を割きたいと思いますので、議事次第を見て

いただきますとおり、「地域の就労支援体制のあり方について」ということで今日はご議

論をいただきたいと思います。 

 この議題を議論していただく趣旨については、後から事務局から説明をしていただきた

いというふうに思いますが、その前に、最近の東京の雇用情勢を広く把握しておくという

ことが必要だと思いますので、まず東京労働局のほうから最近の雇用情勢等についてお話

をいただいて、その後に事務局からこの議題の趣旨説明と論点について説明をしていただ

いて、それから議論に入りたいというふうに思います。 

○清野委員 東京労働局の職業安定部の清野でございます。皆様には日頃より東京労働局

並びにハローワークの業務運営に関しまして格別のご理解、ご協力をいただいております

ことに、この場をお借りしまして感謝申し上げます。 

 それでは、私から最近の全般的な雇用失業情勢等の状況と障害者の雇用の状況などを簡

単にご説明させていただきたいと思います。資料２、資料３というのをお手元にお出しい

ただければと思っております。 

 資料２を１枚めくっていただきました２ページにございますけども、これが全国の雇用

失業情勢ということでグラフ化したものでございます。これは全国と東京の有効求人倍率

の推移をあらわしております。お配りした資料、４月までのものですが、６月28日に５月

の最新数値が発表されております。東京の有効求人倍率、４月の1.25倍からさらに改善と

なっておりまして、1.30倍というようなことになっております。これはずっと横にさかの

ぼってもらいますと、リーマンショック前の平成20年４月から８月ぐらいの水準にもう改

善してきているというような、数字的にはそういうことでございます。 

 それから、次のページの最近の雇用失業情勢、３ページでございますが、これは一番下

が最新の４月ということでございます。①の新規求職者数、これはずっと見ていただいて

も▲印がついておりますけども、20カ月連続で対前年で減少しております。一方、②欄の

新規求人数は、38カ月連続で前年同月を上回っているという状況でございます。 

 それから、上から３行目の平成24年度の状況でございますけども、⑦欄に就職件数がご
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ざいますが、都内17のハローワークの紹介による就職数は15万件を突破したということで

ございます。これは職員一同念願の15万件を目指して頑張っていたところでございますが、

やっと達成できたという状況でございます。 

 それから、次の⑧欄が充足数で、都内企業の皆さんからお申し込みいただいた求人に対

してどのくらい充足が出来たかというところでございますが、２年度連続で20万件を突破

しておりまして、昨年度は20万3,223件ということで、最高の数値を計上できておるとこ

ろでございます。これは、就職数と充足数の差というのは、当然都内には埼玉、千葉、神

奈川のハローワークの紹介で大勢の方が就職に来ていると、こういうふうに理解していた

だければと思います。 

 それから、資料３のほうに東京労働局のプロフィールというのを入れてございます。こ

れは後ほどお時間があればご覧いただければと思っております。今年度の行政運営方針の

スローガンということで、「安心・充実の職業生活と活力ある経済社会の実現」というこ

とを掲げまして、今、取り組んでいるところでございます。 

 それでは、本題の障害者の職業紹介状況でございますが、資料２に戻っていただいて、

４ページのほうになります。 

 新規求職者につきましては、平成24年度は１万9,097人で、前年に比べ全体では11.8％

増加しております。障害種別の内訳をご覧いただきますと、身体障害者の方はここ数年若

干の増加となっておりますが、知的障害の方及び精神障害の方については大きく増加して

きました。右側の円グラフが新規求職者の障害種別の構成比を５年間比較したものでござ

いますが、精神障害者の方は19年度は22％を占めていたものが24年度には35％ということ

で大幅に増加しているのに対しまして、身体障害の方は58％から44％へ逆に減少している

という、こういう状況になっております。 

 次に、就職件数でございますが、24年度は5,161件とこちらも初めて5,000件台を突破し、

過去最高を記録しております。就職件数を障害種別で左下の棒グラフで見ますと、最も数

が多いのが身体障害者ですが、求職者の動向と同様に精神障害者の伸びが顕著で、24年度

は1,670件となり、前年度と比べ22％増加と、他の障害と比較しても伸び幅が大きくなっ

ているところでございます。 

 また、右下のグラフは、24年６月１日現在の東京の民間企業の障害者雇用状況報告でご

ざいます。雇用されている障害者は14万1,500人と前年より4.4％増となっております。障

害種別の割合を見ますと、身体障害者が79.8％、知的障害者15.5％、精神障害者4.7％と
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なっており、精神障害者の雇用数の伸び率は対前年比20％と、こちらも大幅な伸びとなっ

ております。 

 このように、ハローワークの障害者職業紹介状況からも、障害者の雇用状況報告からも、

障害者の雇用というのが進展しているということが読み取れます。これは、事業主側の雇

用者、障害者の就労意欲の向上とあわせまして、各機関が連携協力して障害者の就労支援

を実施した成果だと考えております。 

 続いて、５ページからにつきましては、障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改

正する法律の概要になります。 

 本年６月13日に障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律が成立し、今

後、法が施行されることとなります。 

 改正法の内容は大きく２点ありまして、１点目は、障害者の権利に関する条約の批准に

向けた対応としまして、雇用の分野における障害者に対する差別の禁止、障害者が職場で

働くに当たっての支障を改善するための措置、合理的配慮の提供を事業主に求めること、

これは平成28年４月１日からの施行となります。禁止される差別や合理的配慮の内容につ

きましては、今後、労働政策審議会の障害者雇用分科会等のご意見をお聞きしまして、指

針、ガイドラインが策定されることとなっております。 

 ２点目は、法定雇用率の算定基礎の見直し、法定雇用率の算定基礎の対象に新たに精神

障害者を追加するということで、こちらは平成30年４月１日から施行となります。 

 なお、法定雇用率につきましては、法改正後の激変緩和措置として、施行後５年間、平

成30年４月１日から35年３月31日までは猶予期間として、精神障害者の追加にかかわる法

定雇用率の具体的な引き上げ幅は障害者の雇用状況等を踏まえて決定されることというふ

うになっておるところでございます。 

 いずれにしましても、現時点でわかっている内容は以上でございますが、この法改正等

によりまして障害者の雇用というのが今後も相当な動きが出るものと思っているところで

ございます。 

 私からの説明は以上でございますが、東京労働局、あるいはハローワークでは、今年度

も障害者の雇用の更なる拡大に向けまして関係機関の皆様と連携、業務を進めてまいりた

いと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○今野座長 ありがとうございました。 
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 まず、この件についてご質問があったら。いろいろ状況についてご説明いただきました

ので、いかがですか。この辺のデータ、もう少しどうなっているんだとか、そういう話が、

ご質問がございましたら。 

○中山委員 精神の障害の方の就労が進んでいるという話はよく聞くんですけど、一方で、

就労はしたけど、すぐやめてしまうという人の話もよく聞くんですよね。実際のところは

どうなっているんでしょうかという質問なんですけど。 

○清野委員 確かに定着という問題が大きな課題であることは認識しておりまして、それ

こそ本日お集まりの就労支援機関の皆様等々に大変ご協力をいただいて定着に向けての取

り組みをしているところでございますが、残念ながら離職率的なところを数値的には把握

をしていないものですから、ちょっとこの場でご説明することができなくて申しわけない

です。 

○中山委員 離職率とともに、離職した理由というんですかね、どういうことでやめてい

ってしまったんだみたいなことが明らかにならないとなかなか前に進まないのかなと個人

的には思ったりしているんですね。 

○清野委員 ちょっとその辺につきましては、当然先ほど来言っている定着というのは重

要な課題でございますので、そういう理由を把握しながら進めていきたいと思いますので、

また次回の会等でご報告できればありがたいと思っております。 

○今野座長 ほかにいかがでしょうか。 

○小島委員 就労支援機関の小島と申します。 

 今のご意見と同じようなことになるんですけれども、数を上げるということがすごくど

んどん進められて、20万台になったとか、何％になったとかというようなことももちろん

目標ではあることは確かですけれども、私ども、就労支援機関にハローワークでここを紹

介されたといって見える方を見ると、どうしてこの人にこんなところが紹介されるんだろ

うというようなことが時々あるんです。障害者を必要としている企業があって、働きたい

という障害の方がいて、これはいいじゃないかということであるけれども、本当にこの人

の状況を見てここでいいと紹介していただいたのだろうかと思うようなことに時に出会い

ます。 

 数を上げたいというか、成果を上げたい。そこがどんどんいくと、マッチしていないそ

ういうことが多くなるなと思うので、とても不安に思うことがあるんです。先ほど示して

いただいた雇用がどんどん上昇している状況を追求するが余り、そのようなことが起こっ
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ていることに不安を感じます。 

○清野委員 今、私ども、どうしても目標を立てて業務に取り組んでいかざるを得ないと

いう面は片方にはございます。それから、特に障害者の方について、小島委員がおっしゃ

るように、そこの会社、そこの仕事が本当にその障害者に合っているのかというような、

そういう視点は大変重要なことだと思いますので、そこのところの、こんなケースがあっ

たよというようなことにつきましては、ぜひともご意見として職業安定所のほうにフィー

ドバックしていただきまして、業務の参考にどんどんしていきたいなと思っておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

○今野座長 ほかにいかがですか。よろしいですか。 

 また後からでも結構ですので、事務局がスタンバイしていますので、あんまり待たせる

とかわいそうなので、先ほど言いましたように、事務局からこの議題「地域の就労支援体

制のあり方について」ということの趣旨の説明も含めて資料の説明をしていただいて、議

論したいと思います。 

 じゃあ、お願いします。 

○野原課長 それでは、個別テーマの説明ということで、議論いただく内容でございます

けれども、別紙の「地域の就労支援体制のあり方」というＡ４判の紙をごらんいただきた

いと思います。 

 前回２月にもこの「地域の就労支援体制のあり方」について議論してまいりましたけれ

ども、このときに出た議論について少し振り返りますと、企業の望む人材と、それから就

労を望む障害者の実情、格差があるというところから、企業の「雇用のミスマッチ」が発

生しているというところからあって、まず就職の前に企業と障害者の実情に格差がある。

せっかく企業が雇用したいというときにも雇用側の受け入れ体制が不十分だと。それを解

決してやっと雇用を実現したとしても、就職後に何らかの理由で就労が継続しなかった、

そして離職してしまったということがあって、やはり一番関心が高かったのは、就職後の

離職、これは一体なぜだろうということだったなと思います。 

 このときに出た議論としては、就労支援機関と企業の間のコミュニケーションが不足し

ていて、相互理解を深める必要があるのだと。就労移行支援事業所などの出身者について、

就職後離職するということが多いのは、施設と企業のコミュニケーションがまだ不足して

いるのではないかと、そうした議論が出てきたと思います。 

 訓練機関としての就労移行支援事業所、取り組みや実績にどうも格差があるようだとい
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うことで、まず実情の把握が必要ではないかというところに議論が落ちついたと思ってお

ります。 

 今回我々も、ちょっと時間が短かったんですけれども、アンケート調査を行いまして、

主立ったデータを資料にしたので、それも踏まえて議論をしたいなと思っております。 

 こちらの別紙のほうに戻りますと、「送り出し機関」の就労支援体制の充実について、

ミスマッチを防ぐためには、就労支援機関をはじめとする送り出し機関が雇用側のニーズ

をまず十分に把握すること。そして、障害者を企業のニーズに即した人材としてきちっと

育成をすること。そして、各人の障害特性や適性に応じたきめ細かなマッチングをして着

実に送り出して、就職後もフォローしていく。これができればと思いますけれども、非常

にこれが難しいというわけで、送り出す就労支援の側についてどんなことが必要かという

ことが議論として出てきたということだと思います。 

 就労の実績が上がっていない就労移行支援事業所が多く存在するがということで、アン

ケート調査を行ったということで、論点については裏側をご覧ください。「送り出し機

関」に何が求められるかということで、企業の視点から、受け取る側として送り出し機関

にどんなことをやってほしいか。就労支援機関の視点からは、送り出す側として何をして

いく必要があるだろうか。その他の支援機関もありますので、送り出し機関には何が必要

かと、外から見てどう考えるか。そして、特に移行支援事業所の支援力の向上のため何が

必要と考えるかということで、皆様にご意見をぜひいただきたいと思っております。 

 次に、資料の４をごらんください。これは議論の背景として資料をつけさせていただき

ました。今年の３月14日に出ました国の労働政策審議会の障害者雇用分科会の意見書でご

ざいます。 

 この中でまとめられた内容について見ていきますと、12ページをご覧ください。この項

目の中で、第３ということで、「地域の就労支援体制の強化」ということが出ておりまし

て、続く13ページで、「（２）障害特性を踏まえた支援の強化」、精神障害者や発達障害な

どの障害特性を踏まえた支援、専門的な支援の強化や就労支援を担う人材育成が必要とい

うことが書いてあります。 

 続いて、「（３）職場定着支援の強化」、就労移行支援事業所やナカポツセンターなど地

域の関係機関が連携して定着支援を行う必要がある。 

 飛んで、（５）番で、「地域の就労支援ネットワークの構築」という項目がありますが、

これは14ページのほうをごらんいただきまして、この中で、就労移行支援事業所等を含め、
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障害者の就労支援の担い手の育成と専門性の向上を図る必要がある。人材の処遇やキャリ

ア形成も必要であるという文言が出ております。 

 次に、資料５でございます。資料５については、先ほど東京労働局のほうからご説明が

あった障害者雇用促進法の法律の改正の概要ですので、再掲ですけれども、参考として見

やすいようにつけさせていただきました。 

 この２番で、「法定雇用率の算定基礎の見直し」で、「法定雇用率の算定基礎に精神障害

者を加える」ということになりますと、雇用すべき障害者の数については増えていくとい

うことが近い将来起こってくるというものでございます。 

 次に、資料６でございます。こちらは東京都中小企業団体中央会の三原委員から提供し

ていただいたものでございます。簡潔に説明をさせていただきます。 

 都内の従業員が300人以下の1,500事業所を対象に調査をされたというものでございます

けれども、２ページをご覧ください。これの中の項目「５．障がい者雇用の有無及び障が

い者の新規雇用予定」という中で、「雇用している」と現在答えた事業所は16.4％、「雇用

していない」が83.6％、新規雇用の予定も９割以上がなしだが、予定があるというところ

も1.4％はあるというものでございます。 

 前回のこの調査について、協議会でも出したことがありますけれども、障害者雇用を予

定しているという企業の回答がゼロだったということから、少しずつでも状況は変わって

きたのかなと思いますが、企業の意識はまだ不十分なのかなと感じます。 

 もし補足等ありましたらば、後ほど三原委員からいただければありがたいなと思います。 

 次に、東京都が提出する資料でございます。資料の７番で、Ａ３判の就労移行支援事業

所に関する調査結果、こちらをごらんください。 

 都内の就労移行支援事業所は200カ所程度ありますけれども、これまで実情はほとんど

把握をしてきませんでした。ほとんど実績が上がっていないところもあって、事業所間の

格差も問題になっているということで、今回、障害者が通所する身近な施設として適切な

支援ができているかどうかなど、実情を把握するための調査を実施いたしました。 

 調査時期が25年５月で、現在が７月２日ですので、非常に時間がない中でデータの整理

は粗かったと思いますが、ポイントとなりそうなものを出させていただいております。 

 回収できましたのが82事業所ということで、非常に少ないという状況でございます。 

 調査内容については、利用者の確保に当たって何を重視しているか。そして、利用者の

支援のために事業所で何をしているか。それから、求人活動や企業開拓のために何をして
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いるか。それから、事業所で定着支援をどのように行っているか。最後に、就労支援を行

う事業所の職員の人材育成でどのように取り組んでいるのかという５項目について質問し

たというものでございます。 

 集計結果については、実績が上がっているところと上がっていないところというので分

けて集計をしたほうがよいということで、グルーピングをさせていただきました。 

 移行支援事業所の実績については、加算などについての国の調査の中で一定のものはわ

かりますけれども、この中で、就職の実績と就職後の定着とをあわせて見て、就職の実績

と就職後の定着について一定の事業について上がっているかなということを見て、就職率

と定着率の両方に着目をいたしました。その中で、Ａ、Ｂ、Ｃという３つのグループに分

けました。 

 調べてみたところ、全体の就職率については平均して25.3％、定員に占める利用者につ

いて25.3％ということでしたので、それでしたら就職率が30％はとれるというところにつ

いては上のグループにしてもよいと考えました。それから、就職した人が６カ月以上定着

した定着率はかなり高くて、89.6％でした。６カ月以上の定着が９割と出てきましたので、

89.6％を若干上回る区切りのいいところで定着率90％以上、それが82事業所のうち20事業

所ありました。 

 次に、実績があまり上がっていないところはどうかなということですけれども、定員に

対する就職した人が５％未満というと、加算もそもそも対象にならないということで23事

業所ありました。それから、定着率の50％以下というものについては、平均の定着率が

89.6％だったということと、６カ月の定着率が100％、つまり就職した人が６カ月間はず

っと働いていましたよという事業所は全体の半数以上だったので、定着率50％を一定ライ

ンとして、これ以下の事業所は下位とみなし７事業所。この23と７、合わせて30事業所を

Ｃグループ、残りの32事業所はＢグループということで、分類してみました。 

 それから、いろいろ分類も試してみまして、単独、多機能別の分類もやりましたけれど

も、両者の差があまり出てこなかったので、単独、多機能の分類はしておりません。 

 では、まず、１番目で「利用者の確保」でございます。 

 利用者を受け入れる際に重視する内容、この方が２年間の訓練の中で就労できるかなと

か、どういう人が就労できるのかなということを調べる項目になるなということで挙げま

した。 

 この円グラフの中で、本人の就労意欲とか、服薬管理とか、いろいろな項目があります
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けれども、この項目を並べて、それぞれについて「非常に重要」「重要」「あまり重要では

ない」「重要ではない」の４つの段階でどこに該当すると考えますかというのを各事業所

に聞いて回答を得ました。この円グラフについては、各項目について、非常に重要である

と答えたものをここでご紹介しております。つまり、本人の就労意欲について非常に重要

だと考えた事業所は32％あったというものでございます。 

 次に、グループ同士の比較でございますけれども、ＡグループとＣグループの比較とい

うことで、Ａグループについては、「一定日数通所できるかどうか」「服薬管理が出来てい

るかどうか」について非常に重要であると考えるところが多かったということで、「重視

する」とちょっと簡潔にしてありますけれども、「非常に重要」であると答えた事業所が

多かったという結果が出ております。次に、Ｃグループでございますけれども、定着率が

50％以下のところでは、「利用者の健康状態」「服薬管理が出来ているかどうか」というこ

とについて「非常に重要」と考える事業所が少なかったという結果が出ました。結果を見

ますと、重要とは認識しているんですけれども、思い入れとか着眼について若干意識の違

いがあるのかなというふうに考えました。 

 次に、３ページで、大きい項目「利用者支援」でございます。 

 各就労支援プログラムについて、事業所で実施しているかどうかということについてま

ず聞いたのが（１）番でございます。事業所内の作業であるとか、ＳＳＴ、ビジネスマナ

ーの研修などということで、どんなことを事業所でやっていますかと、各項目について○

か×かで答えていただきました。 

 そうしますと、どのプログラムについても実施率が高いということで、一通りのことは

やっているので、やはり質的なものが違ってくるのかなという疑問が湧いてきました。 

 グループ同士の比較で、Ａグループについては、「施設外就労」という項目以外の項目

で実施率100％。つまり、Ａグループでは、このプログラムについて、項目の中にあるも

のは全てやっていますよということでした。逆に、Ｃグループでは、定着率50％以下で、

「施設外就労」以外の全ての項目で実施率100％。これは変わりがなかったです。就職率

が５％未満のところでは、全体の実施率は高いけれど、半数以上の項目が100％には達し

ないということで、やっていないプログラムもあるということでした。 

 この「施設外就労」について、取り組んでいないところは何が難しいのかなということ

を考えたんですけれども、Ａ３判の右下「施設外就労」については、利用者と職員がユニ

ットを組んで企業から請け負った作業を企業の中で実施することから、事業所の職員の方
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がここに専念しなければならないため、忙しい事業所ではなかなか人を専属で配置するこ

とが難しいのかなという印象がありましたが、その細かい事情についてはこの調査からは

ちょっとわからなかったです。 

 次に、（２）番目、「一般就労につなげるための重要度」について、一体何が重要かとい

うことについて聞きました。これについては「非常に重要」「重要」「あまり重要ではな

い」「重要ではない」の４段階、いずれかについて選んでもらったということでございま

す。 

 この中では、「職場実習」「個別支援計画に基づく目標設定」「自分の障害の理解」を非

常に重要と答えた事業所が多かったというものでございます。 

 グループ同士の比較だと、Ｃグループで定着率が50％以下について、「施設外就労」を

非常に重要と考える事業所はなかったということで０％になり、「重要」という項目につ

いても「０」ということが出てまいりました。 

 次の紙で、（３）番でございます。「貴事業所では職場実習等を行うためにどのように企

業開拓をしていますか」という質問でございます。実習は、事業所と企業のコミュニケー

ションのために重要だし、これからも増やしていくべきだというご意見も出ていたので、

じゃあ、これはどのように場所を開拓しているのかなということで、「就労実績のある企

業への働きかけ」や「企業セミナー等での出会いをきっかけ」という、それぞれの各項目

について、「大いに当てはまる」「当てはまる」「あまり当てはまらない」「当てはまらな

い」の４つの項目どれに当てはまるだろうということで聞きました。 

 開拓方法として、「すでに就労実績のある企業への働きかけ」、それから区市町村センタ

ーやナカポツセンターなど就労支援機関へ働きかけているのだというのを挙げた事業所が

全体では多かったというものでした。 

 グループ同士の比較だと、Ａグループでは、区市町村センターやナカポツセンターなど

関係機関への働きかけを挙げた事業所が多いということで、就労支援機関と連携してやっ

ているということがうかがえました。Ｃグループについては、定着率が50％以下というこ

とで、区市町村センターなどの関係機関への働きかけではなくて、企業に対して電話やＤ

Ｍなどによる直接の実習依頼をやっているということで、事業所から企業に個別に売り込

んでいるのかなという、そのような実態が少し出てきました。 

 これで見ると、就労支援機関などと連携しながらやると効果的だけれども、事業所と企

業が直接つながるというのだと、手間はかかるけれども、かなり大変なのではないかなと
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いう印象を持ちました。 

 次に、大きい項目「定着支援」でございます。 

 定着支援については、加算対象が６カ月の職場定着ということですので、６カ月までの

取り組みと６カ月を超えた取り組みはどのように変わっていくのかなということで考えて

みたいと思いました。定着支援について、各項目で、「職場への定期的な訪問」とか「電

話や事業所への訪問による、本人からの相談対応」など項目を設けて、それについて「多

い」「少ない」「ない」それぞれについて○をつけてもらうというものにいたしました。 

 就職後６カ月間については、「本人からの相談対応」や「職場への定期的な訪問」が多

いけれども、全体にどの項目についても一定の回答がありました。 

 次に、グループ同士の比較ですけれども、Ｃグループについては、定着率が50％以下の

ところで、就労支援機関との連携を挙げる事業所が少なかったけれども、Ａと比較して大

きな差は見られなかった。ただし、一番下のＣの定着率50％以下だと、就労支援機関との

連携がないと答えたところもありました。 

 次に、７ページでございます。就職後６カ月を超えると就労移行支援事業所としては加

算の対象ではなくなるということで、この後の支援は一体何をしているのかということに

ついて聞きましたけれども、全体について一定の回答はあったということですが、電話や

事業所への訪問による本人の相談対応は若干６カ月までに比べると減って、区市町村セン

ターとの連携が項目として若干ふえたというものでございます。 

 グループ同士の比較としては、Ｃグループで、定着率が50％以下で、就労支援機関との

連携を挙げる事業所が少なかったけれども、Ａと比較して特に大きな差は見られなかった。

ただし、連携の頻度が少ないと言っている事業所はＣの中ではかなり見られます。 

 次に、隣の８ページで、（２）番、利用者は一体どの段階で区市町村センターやナカポ

ツセンターに登録しているのかということで、就労支援機関とのつながりは、就職の前と

か後とか、どの時点から始まるのかを調べました。「入所前から」とか、「入所から１年以

内」「入所１年以上～２年の間」ということで就職決定まで、それから就職決定後、各項

目を設けて、それぞれの段階で就労支援センターとつながりました、つながった利用者が

多いというところについてとか、あと、聞き方としては、入所前からつながっている利用

者が多いという事業所だったらば、「入所前から多い」という項目に○をつけてくれたと

いうことでございます。 

 この中で特徴的なのは、「登録していない利用者が自分の事業所には多い」と答えた事
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業所が15％あったというものでございます。 

 グループ同士の比較としては、Ｃグループ、全体的に「入所前から」「就職決定前」の

回答も多い一方、就職したけれど、そもそも「登録をしていない」と回答した事業所も多

かったという結果が出ております。 

 続きまして、大きい項目４番の「人材育成」でございます。 

 就労移行支援事業所の就労支援を担う人材育成に何が必要か、就労実績を今後ふやすた

めに職員に求められるスキルは何かということで、グラフの中の「基礎的知識、理念の習

得」や「制度についての理解」それぞれの項目について、「大いに必要」「必要」「あまり

必要ではない」「必要ではない」と４つの中のいずれに当てはまるという回答をしてもら

いました。 

 「基礎的知識や理念の習得」は、障害特性や障害の種類などについてのあり方、それか

らに合った支援のあり方などについてですけれども、こちらが20％。「制度についての理

解」は、雇用施策や労働法規とか、福祉や教育制度などということで制度的なもの。関係

機関の役割や就労支援機関や関係機関をどう活用していくかということなどということで

考えております。「企業の障害者雇用の実際についての理解」ということで、企業が何を

求めているかということで、次に支援者としての自分がどうあるべきかという自己理解や

カウンセリング技法などの相談スキルというものですが、全体にどの項目も大いに必要で

あるということで、回答がばらつきました。 

 ＡとＣとそれぞれで大きな差が見られなかった内容でもあります。 

 隣に行きまして、（２）番で、事業所外教育、ほかの機関の研修やセミナーなどについ

て、各機関の活用頻度を選択してくれということで、ハローワークや都や区市町村、区市

町村センター、ナカポツセンター、職業センター、しごと財団、外にいろいろな機関があ

りますけれども、事業所では大いに活用しているか、活用しているか、あまり活用してい

ないか、活用していないか、やはり４項目について質問したというものでございます。 

 結果としては、全体としては障害者職業センター、都や区市町村の福祉主管課の割合が

高いという結果が出ました。 

 グループ同士の比較では、Ｃグループの中では、定着率50％以下で、障害者職業センタ

ーを活用しているという事業所は比較的少なかったという結果が出ました。 

 以上の調査で見ますと、どの事業所も大切なことはわかっている、一通りの取り組みは

しているという結果になったのですが、効果を上げるための具体的な工夫について差が出
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てきているのではないかなと思います。 

 結果として、一定の割合の人が就職していて、就職後の定着率も高いＡグループのほう

が、就労支援機関など、ほかの機関との連携には積極的で、ほかの支援機関についてもう

まく活用しているなということがうかがえたのですが、Ｃグループとの明確な違いがこの

現在の分類だと見えにくいなと思っております。もっと掘り下げるとしたら、またほかの

方法を考えなければならないなと思っているところです。 

 したがって、今日は、調査結果の中で一通りのことはやっているようだけど、現場で感

じる実情としては一体どうかなということなどについてご意見や現場の実情などについて

お話をいただければと思っております。 

 説明が長くなりましたが、よろしくお願いいたします。 

○今野座長 ありがとうございました。 

 それでは、議論に入る前に、資料を説明していただいたので、資料についてのご質問が

あったらまずしていただいて理解を共有したいというふうに思います。何かご質問ござい

ますか。 

○小島委員 すみません。就労移行事業所に入っている方たちの年齢層が、学校を卒業し

てすぐ入っている方たちと、一旦就労していろんな事情でやめられて再度挑戦をしたいと

いうところで移行事業所を利用されている方と、大きく２種類の方がいらっしゃると思う

んですけども、その辺についてはどんな状態でしょうか。 

○今野座長 わかりますか。今回の調査では把握はしていないですけど。 

○野原課長 申しわけありません。今回は年齢別までは把握はしておりません。 

○小島委員 再度挑戦をしたいという人が結構多くなってきているので、かなり課題は違

うように思うんです。ぜひその辺、学校を出て、すぐはちょっと無理だから、就労移行事

業所へ行って、それから就労と考えさせたいなという人と、一度就労はして10年あるいは、

20年勤めたけど、やめざるを得なくなった、もう一度挑戦をと言う方が、結構多くなって

きているんです。そのような方に再度就労してもらえるようしていくこと、かなり重要な

課題かなと思っています。 

○今野座長 私からちょっと聞いていいか。この調査、よくわからないことがいっぱいあ

るんだけど。ちょっと基本的なことだけね。 

 １ページ目の左側に、Ａグループ、ＢグループとＣグループ、分けているんですけど、

これをキーにして、ＡとＣを比べて、Ａで大きくてＣで少なければ、それが成功要因だろ
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うというふうに把握したいと思ったんでしょう。 

○野原課長 はい、そのとおりです。 

○今野座長 そのときに、Ａグループの分け方が「就職率30％以上かつ」と書かれたんで

すけど、これは両方満たしているということか、定着率と。どっちかということか。アン

ドなのかオアなのかがよくわからなかった。 

 ついでに、Ｃグループも「５％未満（23ヶ所）」と書いてあるけど、この５％未満の中

で定着率が50％以下の会社はどうなるの。その辺の分類の仕方がよくわからなかったんで

すけど。 

○野原課長 すみません。Ａグループについては「就職率が30％以上かつ定着率90％以

上」ということで、両方満たしている事業所を入れております。それが20カ所あったとい

うことです。 

 すみません。Ｃグループのほうの定着率が50％以下のものについてでしょうか。 

○今野座長 これは例えば就職率５％未満はＣグループの左側だよな。いいですよね。 

○野原課長 はい。 

○今野座長 就職率５％未満の事業所でもし定着率が50％以下だったらどっちに入れてい

るのと、そういう話です。右側に入れているの、左側に入れているの。 

○野原課長 統計をとったところ、重複はありませんでした。 

○今野座長 たまたまよかったね。 

 何か資料についてご質問。 

○春日委員 多分このアンケート調査は、先ほど野原課長が言われたように、時間もなく、

まだ分析も十分でないということだと思うのですが、気になっているのは、１つは、先ほ

ども小島委員が言われていたような年齢のこともありますけれども、実際にそこを利用さ

れている障害者の障害種類の構成によって随分この結果って違うのではないかなというの

が１つの疑問としてあるということと、もう１点は、定着率の話、就職率の話があります

が、例えば就職率が５％未満であれば、就職した人の実数ってものすごく少ないですよね。

そこのほうが定着率50％以下と比べたときの感覚的に言うと、多分数が少ないから定着に

ついての支援がたくさんできている可能性というのも考え得るかなということを考えてい

くと、この結果というのは、別に今すぐということではなくて、多少時間をかけて、あと

補足の調査なり入れてみて分析したほうがいいのではないかなというふうに思いました。

意見です。 
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○今野座長 今後もっとちゃんとやれということですかね。 

○野原課長 おっしゃるとおり、項目の中に入れていないこともありましたので、詳細な

結果が出てこないところもあったし、分析の時間もなかなかとれなくて、本当に粗い表層

的な集計になりました。集計はもう少し工夫をして、もっと見えやすいものがないかどう

か、引き続きこちらのほうも頑張っていきたいと思っております。 

○天野委員 今まで就労移行が把握できなかったということの実際で初めてなので、とに

かくこういうことからやってもらうのはすごくいいなと思うんですけど、多分これで全体

像が見えてこないのは、成果を上げているところも上げていないところも一応のことはや

っているよみたいになってしまう。 

 もしかしたら、私が一番気にしているのは、経済基盤の問題をよく言いますけどね。就

労移行で頑張ると利用者さんがいなくなって、その後に何人かその倍入れなきゃいけない。

そこでお客さんが来なかったら成り立たないので、そうすると、もし併設のＢ型があれば、

やっぱりＢ型のほうが安全なんじゃないかといってＢ型に行ったりね。それから、収入が

上がらないので、法人の上のほうからいろいろ言われたりみたいな。いろんなふうにして、

なかなか１年目はいいけど、だんだん実績が下がってきてしまう。それは自立支援法の仕

組みの問題なんだけど、その中でも成果を上げているんだったらどういう工夫をしている

のかとか、そのおかげで成果が上がらないんだったらもうちょっと例えば東京都は特別に

ここの手当てをしてほしいとか、何かが見えてくる、そういう聞き方というんですかね。 

 それと、答えたところが82だから、やっぱりちょっと少ないから、あんまり差が出なか

ったかもしれないんですけど、経済的なところって、今、結局、自立支援法になってから、

みんな自分の経営をどうするかというので、福祉業界がみんな必死になっちゃっているの

で、そこのところも押さえながら聞いていかないと実態が見えてこないかなというので、

次にされるときはそこの経営的なことじゃないですけど、そこのところがしっかり見える

ようなやり方。それから、Ｂとの併設なのかとか、それから先ほどおっしゃった精神なの

か何のかとか、やっぱりそういうことを見ていただくと。だから、すぐ、そう簡単じゃな

いのかもしれないんですけど、その要素を入れていただくともうちょっといろんなものが

見えてくるのかなと思うんですど。 

○今野座長 参考にしてください。 

○野原課長 はい、わかりました。 

○今野座長 何か一度ちゃんとやったほうがいいんじゃないの、もっと大きく、お金をか
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けて。 

○天野委員 そうそう、お金をかけてね。 

 あと、企業系もあるし、設立がいろいろですよね。そういうものもその違いがわかるよ

うにということだから、意外に大変ですよね。時間もかけて、結構手間もかけないと。ク

ロスで集計したいんですけど。 

 でも、ぜひやってほしいのは、東京都は今までやっぱり――いいですか、続けて言って。

共同作業所の立ち上がりで皆さん自立支援法でＢ型へ行ったり就労移行へ行ったりするん

ですけれども、その管轄が福祉保健局じゃなかったり自立生活支援課じゃなかったりする

ので、許可をするところと実態を把握するところがちょっとずれているんだかなんですけ

ど、この事業の把握をきちんとして、東京都の中でどのぐらいの事業所がどのぐらい頑張

って、どのぐらい危ないのかみたいなことが多分ここのところずっと放置されているとい

うか、あんまりなかったような気がするので、それはやっぱり急ぎでやってもらわないと、

自立支援法になってもう７年ぐらいになって、これからまた変わりどきですよね。全然東

京都は共同作業所、あれだけあったけど、その結果みんなどこに行って、その結果どのぐ

らいの成果を出してというのはやっぱり誰にもわからなくなっているのかなというのが一

番の心配なので、就労支援係だけで全部できるのかどうかわからないんですけど、何かそ

このつながり、横のつながりもいっぱい要るんでしょうけど、何かそういうふうにして、

ちゃんと福祉がどうなっているかって、今、自立支援法になってどうなっちゃったのかと

いうことをわかったことを私たちに教えてもらいたいなってすごく思っています。 

○今野座長 ついでに、そういうデータって国ベースでもないの。 

○天野委員 国だとありますよね。もうちょっと粗い、よく厚労省のこういうのに何％の

職場がどのぐらいという表があるんですよね。だけど、あれだとやっぱり細かいものは見

えてこない。どこがどうってあまり見えてこないでしょうね。 

 だから、やっぱり東京都独自で。作業所のときはあったと思うんですよ、まだ。実績は

あんまり見えなかったけど、どこが何をやっているのはわかったと思うので。今、どこが

何をやっているかわからないんじゃないかなという、そこがちょっと気になる。 

○今野座長 それでは、もう資料の質問の域を越えていますので、議論が。先ほど事務局

からありました別紙というのがございました。別紙の裏側に、こういう論点でどうかとい

うので、論点の例示がされていますので、これを一応参考にしていただきながら、これか

らは自由に議論をしていただければと思います。何でも結構ですので、ご発言をお願いい
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たします。 

○三原委員 先ほど野原課長のほうから資料６について少し説明をいただきましたので、

ちょっと私のほうからこの部分について少し補足、それと中小企業側、企業側の視点とい

う意味合いから少しご発言をさせていただきたいと思います。 

 まず、私ども中央会のほうで毎年やっているこの労働事情実態調査でございますけれど

も、昨年はちょうど育介法が全面施行になったというところ、それと、今年４月から高齢

法が施行されまして、65歳までの実質的な雇用が企業に義務化された。それと、障害者雇

用促進法が改正――これについては改正されるということもありましたので、障害者雇用

についても調査をさせていただいたというような状況でございます。 

 資料６の23ページですね、こちらをちょっとご覧いただきたいと思うんですが、先ほど

課長からご案内があったとおり、「雇用している」という回答事業者16.4％。前にこの席

でもご報告をいたしましたが、平成22年の７月の時点では21.5％が「雇用している」とい

うことでございましたので、若干数字が下回っているという状況でございます。中小企業

における障害者の雇用は進んでいないというのが現状かと思われます。この点については

資料４の労政審の障害者雇用分科会にもその実情が触れられているというところだと思い

ます。 

 それで、24ページのほうをご覧いただきたいと思います。ここで障害者の新規雇用予定

を聞いてございます。今年につきましては、今回の調査につきましては、90％以上が予定

はないということでしたけれども、新規雇用を検討中が6.1％、そして予定があるという

のが1.4％でした。２年前の調査では、予定があるというところがゼロでしたので、若干

ではありますけれども、中小企業においても障害者の雇用をしようという意識は出てきて

いるのかなという気はいたします。これは国、それから東京都さん、各自治体、また今日

ご参集の関係機関の周知など、その成果なのかなとは思っております。 

 ただ、現場で中小企業の経営者の方とお話をしておりますけれども、総論では雇わない

といけないよねという話なんですが、実際雇うという段階になったときに果たしてどうい

う対応ができるのかというところが一番懸念されるところでございます。 

 特に経営者の方が気にされておるのが、実際問題として雇うとしたときに、いわゆる企

業側が求める人材がもういないんじゃないかということを非常に懸念されております。法

定雇用率がアップしたということもありまして、大企業さんが障害者のほうをどっと採用

してしまいましたので、いわゆる企業側にとって非常に都合のいい障害者の方が労働市場
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にあまり残っていないという現状がございます。その中で初めて障害者を雇用しようとい

う中小企業が、残っているのが重度の方ばかりですと、正直なかなか対応ができないとい

う現状があります。 

 ですので、経営者の方が言うには、この辺、何とか国のほう、制度上配慮してもらえな

いのかなと。新卒採用でも、中小企業の場合、どうしても大企業の後塵を拝してしまうと

いう状況にあります。障害者雇用についても、せっかく中小企業の方がその気になっても、

とてもうちでは対応が難しいという現状がありますので、この点について何らかの配慮を

してほしいというようなお話をよくお聞きいたします。 

 それとあと、私どものほうで若干気になっておりますのが、この４月から労働契約法が

改正されまして有期労働法制が変わりました。障害者雇用、有期の方がそこそこいらっし

ゃいます。今後５年をたちますと、その方が無期転換を望まれますと、無期に転換しなく

ちゃいけないということですので、企業側としてみますと、企業防衛の観点から、雇いど

めをせざるを得ないのかなという気がいたします。そうしますと、先ほど来出ている定着

率の部分ですね、この辺にもやはり影響が出てきてしまうのかなという気がいたしており

ます。 

 この辺について、これは法改正の問題がありますけれども、何らかの配慮をしていかな

いと、せっかく有期であればずっと勤められていた人がこの５年を境に雇いどめというふ

うになってしまうのかなと。逆に、企業側としても、あまりやりたくはないけれども、せ

ざるを得ないのかなという部分がございます。この辺を少しまた考えていかなくちゃいけ

ないのかなというところがございます。 

 中小企業の現場を歩いている１人としての感想を交えたものでございます。以上でござ

います。 

○今野座長 この点はどうですかね、今回のテーマとの関係では。送り出し機関に何を求

めるのかということについて何かございますか。 

○三原委員 実は昨年の７月なんですけれども、本日松永局長がお見えですが、東京しご

と財団さんが主催の中小企業経営者向け障害者雇用啓発セミナーというのに私ども中央会

で協力をさせていただきました。そのときのアンケート調査をしていただいたんですけれ

ども、まだここで出てきた回答は――これから雇おうとしているところですのでしようが

ないんでしょうが、まず、社内に対する意識啓発、これをどうにかしたいというのが一番

希望として多いんですね。その次が障害者雇用の事例を知りたいですとか、実際面接等を
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する場合、また採用する場合のポイントについて教えてほしいと。この辺が上位を占めて

いるんですね。ですので、この辺についてが外部からのサポートを受けたいという、これ

は質問に対しての答えなんですけれども。残念ながら、まだそこまで、どこかと連携しな

がらやろうというところまで行っていないところが多いのかなという気はいたしておりま

す。 

○今野座長 どうぞ、ほかにいかがでしょうか。ご自由に。 

○中山委員 最近ちょっと感じていることを申し述べたいと思うんですけど、当社では身

体の障害者、知的障害者、精神の障害者、３種類いらっしゃって、支援の方々は大体知的

の障害を持っている方々にも、精神の障害の方々にもついていただいています。 

 知的の障害者の時の支援の皆さんの活動には何にも疑問を感じていなかったんですが、

最近採用というか、入ってくる、入社していただく方というのは精神の方ばっかりなんで

すね。その中で発達障害の方が比較的ウエートが高いんですけど、やっぱり発達障害その

ものは人によってそれぞれ、みんないろいろですよという一言で言うんですよね、皆さん。

いろいろだったら、その支援のときに、実際にいろいろ訓練されていたときにどうだった

か教えてほしいんですけど、大体それが通り一遍――ちゃんと教えていただけるところも

あるけれども、通り一遍で終わってしまうようなところもあるんですね。 

 実際に採用に至るまでは、実習を入れたりとか、トライアル雇用をしたりして、最終的

には我々が責任を持って結論を出すんですけど、そのどうだったというのを、支援の方々

からの情報というのをある程度レベル感を合わせていただけないものかなみたいな気がし

ているんですけど、どうかな。そんな印象をちょっと最近持っているんですけど。 

○今野座長 なるほど。どうでしょうか。いろいろじゃ困るよね。もう少し言語化しても

らわないとね。 

○中山委員 いや、ちゃんと言ってくれるんですけど、ただ、コミュニケーションに問題

がありますとか、社会性がどうのと言われても、もうちょっと具体的にどんなケースだっ

たんですかみたいな話をするんですけど、なかなか……。それぞれにちょっと違いがある

なというのを感じます。 

○今野座長 どうですか。 

○天野委員 今の発達の方だけのことではなくて、精神の人みんなそうだと思うんですけ

ど、お一人お一人の違いがありますよね。きょうの話に即して言えば、就労移行支援事業

である程度見て、その特徴だとか訓練だとかしてかなりわかっていれば、発達ってこうだ
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けども、この方はこうですよとか、精神の人ってこう言われるけど、この方の場合はこれ

に特徴がありますよって、やっぱり個別だと思うんですよ。ただ、その個別を把握してお

伝えするということができていけば一緒にやれるのかなと思うんですけど、いろんな就職

の……。だから、きょうのテーマだと就労移行の訓練の場所がもっと充実しなきゃいけな

いというのはやっぱり。まあ、それもあってきょうあると思うんですけどね。 

 これだけ就職、職場がありますよみたいなのが先になってきて、ハローワークからダイ

レクトもそうだし、いろんなところからダイレクトにその方のことを個別に十分把握しな

いまんま就職に行っちゃった場合は、やっぱりわからない。あと見た目では精神の人はわ

からないので、だから、あとは企業に入ってみたとこ勝負みたいになってしまうので、そ

れはちょっと一番、先ほど定着率の問題もあるし、ミスマッチってそういうことだなと思

っているので、福祉側はちゃんともっと育てるということをしなきゃいけないんだろうな

と思っているんですけど、なかなかこれがやっぱり差があったり先ほどの経営の問題があ

ったりして追いついていないのが実態なので、ここ数年で急がなきゃいけないんじゃない

かなというふうに思っています。 

○小島委員 今言われたことと似ているんですけど、障害を持った方たちは、例えば訓練

の時には、障害者の仲間もいて、いろいろなことが起こるということがあってもなんとか

解決してもらえる。職場に行くと、受け入れ側はそれぞれ違うし、しかも、そこで仕事を

するという状況の中で起こってくることってさまざまになっちゃうと思うんです。だから、

要は定着支援をきちんとしていくことがどうしても必要になってきます。私たちは大変長

いことお願いをしながら定着支援の重要性をいっています。この人こういうことが起こる

んだとわかっているわけでなく、その時その場で、一緒に会社の人と考えさせていただい

て、どうしていこうかを考えることだろうと思っているんです。 

 最近私は、会社の人すごく気を遣って仕事を与えてくれているんだなということに感心

することも多いので、またその逆もあるので、１人の人が就労したら、就労移行事業所も、

それから地域の就労支援センターも含めて、その人のバックアップをしていく人と会社の

人と一緒になってどうしていくかを考えることしかないかな。だから、定着支援の仕方を

どうしていくかがこれからの課題なんじゃないかと。もうこの人はこうですということを

言ってみても、状況が変われば変わっちゃうということもいっぱいあるというふうに思い

ます。定着支援をどうするかが課題だろうというふうに思っています。 

○石川委員 中山委員がおっしゃられたことは私も非常に同感でございまして、今回の企



 24

業の視点から送り出し機関に何を求めるかということで言いますと、やはり障害者の方の

アセスメントと、それからプロフィールですね。プロフィールというのは、服薬の管理、

家庭環境、あるいは生活環境といったことも含めた当事者の方の重要な情報です。障害者

の方のアセスメントやプロフィールをきちっと把握していただいて、それを我々企業側に

適切かつ具体的に伝えていただく、やはりこれが支援機関、送り出し機関さんの基本的な

役割かと思いますけれども、やはり最終的にはそこに行き着くのかなというのがまず第１

点です。 

 逆に、天野委員のところから私どもに雇用させていただいていますが、この辺のアセス

メントやプロフィールについての伝え方が非常にうまいといいますか、すばらしいですよ

ね。結果として、それが間違いなく定着支援につながるのではないかなというふうに思っ

ております。 

 すみません、もう１点は、送り出し機関の方で養成していただきたいのは、スキルや技

術ということ以前に、やはり働くための姿勢といいますか、仕事に対する取り組み姿勢、

規律性や協調性や、あるいは積極性といった部分での基本的なことですね。実際に就労し

た後、従業員を教育していくのは我々企業側の責任でもありますから、その入り口の部分

でのいわゆる働くための姿勢養成をやっぱり送り出し側の皆さんには、それを第一義に考

えていただきたい。 

 ですから、逆に言うと、企業側は即戦力を求めるというスタンスは、個人的にはいけな

いのではないかなと。もちろん人手もなくて非常に厳しい状況の中で即戦力を求めるとい

う考え方に私どももなりがちですが、やはりそれはきちっと、企業は雇用した以上は最後

定年まできちっと教育をして自立を支援するというスタンスが求められるわけで、そうい

う意味では、入り口の時点で送り出し機関さんは必ず働くための姿勢がまずできているか

ということに重点を置いていただきたいな。それを私どもは求めております。 

 以上です。 

○今野座長 ちょっと考えると、つまりこの業界で少し経験をするか長く経験すれば、障

害者の方のアセスメントをして、ここが強い点、悪い点、注意しなきゃいけない点という

のはきちっと把握をして、それで企業側に伝えることは重要だろうということはわかるじ

ゃないかと。そうすると、なぜできていないのかが問題で、じゃあ、その理由がわかって

いたら、どうしたらできるのかということが問題なんじゃないか。 

 一般論で言ったらそうだよなと思って私は聞いていたわけですけど、できていないから
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問題なんでしょう。そうすると、何でできないのかが問題なんですけど。あるいは、でき

ているところと、できないところがある。これはどうして起こるのかということと、それ

を解決するにはどんな点が考えられるだろうかという点についてはいかがですか、この議

論の延長として。 

 あるいは、先ほど訓練の点もそうなんですよ。働く姿勢が重要だとか、きちっと時間を

守って働くとか、基本的な働く能力の本当にベースですよね。これは別に障害者の人じゃ

なくたって、例えばニートなんかの問題でもみんな一緒なんですけど、ここが言われるの

は。これはもうわかっている。なのに何でできないのということの方が問題じゃない。そ

の辺はどうですかね。そうすると少し議論が前に進むかなと思うんですけど。 

 石川さん、何かありますか。 

○石川委員 アセスメントをして、例えば完全にできるようになってから送り出してくだ

さいということを私は申し上げているわけではないんですね。その一人一人、障害者の方

個人ごとに強み・弱みや好き嫌いや、どのように接したらその方のモチベーションが上が

るのかとか、あるいは不安定な行動、パニック障害というのはどういったことが引き金に

なって起ってしまうのかとか、陽性症状が出る前にどういったＳＯＳが発信されるのかと

か、働き続けていくために必要なそうした情報というのがたくさんございますよね。それ

を私はアセスメントの項目の１つとして今挙げたんですけれども、それが全てできるよう

になっている方を送り出してくださいということではなくて、それは当然、個人差がござ

いますよね。ある方はこれはできているんだけど、ある方はできていない。でも、そうい

うことをきちっと把握して、その内容をきちっとそのまま伝えてくださいということなん

です。それが就労後に、例えば弱みだったら逆にそれを強みに生かせるように働きかけて

いくことが私どもの役割でもありますので、そういう観点で私は申し上げたつもりなんで

すけどね。 

○今野座長 いやいや、私もそういうふうに聞いていますよ。中山さんがおっしゃられた

こともそういうことだと僕は思いますけど、ですから、それができている事業所とできて

いない事業所があるとか、あるいは、石川さんがここでそれが問題だと言っていることは

できていないということなので、そうすると何でできていないの、そんなことあった方が

いいとみんな思っているでしょうという前提に立つと、その辺が少し議論が進むと何か解

決策も見えてくるかなという、そういう趣旨で私、発言したんですけど。 

○石川委員 ですから、プロフィールということも把握していただきたいということを申
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し上げましたけど、先ほどのアンケートの結果によると、Ｃグループの方は、プロフィー

ル、例えば服薬の管理等について、その辺は重要ではないのではないかという傾向が出て

いましたよね。ですから、もしかしたら何かしらの形で相関関係が私はあるのではないか

なというふうに考えております。もちろん頭では――頭ではと言っては失礼ですけれども、

プロフィールを重要とするということは考えて、頭ではわかっているけれども、日常の業

務の中でそれが優先順位として高くなっていないということがもしかしたらあるのかもし

れないですし、そういう点はちょっとどうでしょうか、論点にしていただいてよろしいか

と思うんですけれども。 

○今野座長 ほかの方はいかがですか。 

○春日委員 中山委員のところも……。少し強い言い方で申しわけありませんが、多分、

中山委員のところも石川委員のところも企業として障害者雇用の経験が深くて、非常にそ

ういう目で見ていただけるとか、そういうものをきちんと会社の中に構築されているとい

う状況にある企業と、そういうものが全くなくて、とりあえず雇用率のために障害者を雇

わなきゃいけないといった企業との企業間格差というのも確かにあるのではないかなと。 

 そうすると、多分、就労支援機関の弱いところというのは、企業とのかかわりの経験値

というのが非常に多いところと少ないところで、天野さんのところみたいに経験値の多い

ところだったら、企業の顔色というか、姿勢を見ながら、ニュアンスを聞きながら、うま

く合わせて話をしていけるんでしょうけれども、新しい、あまり経験値の少ないところで

すと、自分のところの思いだとか、あるいはもう何を言っていいかわからない状態でその

担当者が話をするといったような、そういう差があるのではないかなと思うんですね。 

 だから、ある意味で、基本的なものについては、研修なりなんなりというところで人材

育成というのは図れるんでしょうけれども、その上にプラスして実体論として企業にどう

やって障害のある方を採用してもらうか、あるいは定着させるためのノウハウを伝えてい

くかということについて言うと、先輩の機関でもいいんでしょうけれども、東京都が考え

られている就労支援ネットワークの構築というのをきちんとやっぱりやっていただくとい

うことが必要なんじゃないかなと。 

 私が前、課長さんから聞いたときの話では、多分、各ナカポツセンターがあり、その下

に各区市町村の就労支援センターがあり、そこで各区の就労移行支援事業所等と関係就労

支援機関を取りまとめていくという構成の中で、やっぱり各機関の力量をアップするだと

か情報を流通化させるだとかという取り組みがまだできていないんだろうなという感じは



 27

しているんですね。だから、地域によって随分その就労支援力みたいなものに差があって、

そこでやっぱり少し整理をして、そのレベルレベルに合わせて検討していくということが

必要ではないかなというふうに感じています。 

○今野座長 ちょっと今のご意見を理解するために質問させていただきたいんですけど、

今のお話は、こういうもの、例えばアセスメントするとか、それを企業に伝達するとかと

いうことについての基本スキルは、事業所は持っているということなんですか。つまり、

２段階あって、そういうアセスメントなんかをするという基本スキルは持っているけど、

経験がないからできないというのと、持っていないからできないというのと、２つありま

すのでね。 

○春日委員 今は両方とも混在化していると思うんですね。それは機関によって随分違う

んですよ。だから、ある機関では非常に熱心に支援力を上げようとして職員に対して研修

を、外部の研修も――うちなんかは委託というか、要請されて、出かけていって、アセス

メントの方法論を伝えるとかということをやっていますけれども、そういうところもあれ

ば、そこまで手が回っていないという、日々の支援をしていくことによって、あるいは作

業指導していくことに注意力が、注視が注がれてしまっていて、やりたいんだけど、やれ

ないという機関もあるという、そういう現状があるということです。 

○今野座長 なるほど。 

○中山委員 私が繰り返し申し上げたいのは、やっぱり情報が欲しい、そこだけなんです

よね。だから、出したくない情報だったらもしかしたら出さなくてもいいのかもしれない

ですけど。例えば書面できっちりいろんな項目についていただけるところもあるし、なか

なかそういうのがまとまっていないところもある。それだったら――これは素人考えです

よ。私の考えなんですけど、内申書みたいに項目別に、この項目については私はこう思い

ますよ、この支援団体としては私はこう思いますよみたいな話でいいと思うんですね。そ

れが合っている合っていないと文句を言う気はさらさらないんですけど、その辺の情報を

いただけると、整理して、採用に結びつけるための判断の材料にしやすいんじゃないかな

と思うんだけなんですけど。 

○今野座長 今のお話は、要するに標準的な内申書ぐらいつくったらどうかという話。そ

うすると共通言語化でできるだろうと。そうすると、そういうツールを整備してほしいと

いう今お話だったと思うんですけど、だから、機関に基本スキルがない場合はどうやって

基本スキルをつけるかということが政策になるでしょうし、基本スキルがあっても実践力
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がない場合は、それはどうするかということになるという問題と――これは育成というか、

スキル養成の問題です。もう１つはツールの問題があるということですかね、今のお話は。 

○天野委員 だんだん難しい話に入ってきたと思うんですけど、確かにそういうスキル、

うちらが前につくったことがあるんです。情報提供シートというのを私たちは使っている

んですけれども、じゃ、それを――例えばうちはナカポチセンターもやっていますが、そ

れを全ての支援機関に早いところ共有化すればいいじゃないかといっても、実態としては

なかなかそういかないのはなぜかというのは、先ほどセンターの所長さんから出ましたけ

ど、一番最初に東京都がつくったイメージがありましたよね、ナカポツセンターが６つあ

って、区市町村事業がある。それでやっていきましょうというのは、私、そのときから懐

疑的だったんですけど、実態は職員が４人ぐらいしかいなくて、それで毎年それだけのと

にかく就職させて、定着もやってということをやっているナカポチセンターが同じような

ことをやっている区市町村事業に対して、じゃあ、そういうツールがあるからやりましょ

うみたいにやっぱり持っていく余地は今全然ないんですね。 

 それが実体化していないのはなぜかというと、いつも言っている東京都のお金の使い方

があるとは思うんだけれども、実際はこういう支援機関みたいなものがたくさん東京都の

場合ばらばらできて、東京都もいろいろやっているけれども、統一ツールを使うとか、統

一ツールをつくっていくとか、そういう動きに全然なっていないので、何かすごくいつも

ばらばら感があるんですよね。 

 だから、きっとそういうものがあってうまくいった、うまくかみ合って――それで、企

業さんも、さっき褒められたから言いますけど、石川さんみたいに理解のあるところとか

み合っていれば、それはそれで済むんでしょうけど、実際はこんなに雇用率も上がってき

ちゃったので、ゆっくり一人一人でやっている余地がなくて、企業も急いで入れないとハ

ローワークに締め上げられるということで、結構慌てて入れますよね。そうすると、何か

起きたら何でも支援機関にまた依頼してくるのもあって、まだ準備が全体としてばらばら

感があるのに雇用情勢がすごく進んでいるのでついていけないというか、何かそんな実態

がやっぱりある。 

 特に定着支援については、就職させた後ずっと追っかけなきゃいけないけど、とてもじ

ゃないけど余裕がなくなってきて、丁寧なことをやれないので、そうすると、受け取った

企業も確かにそれは負担だと思うんですけれど、そういうところでうまくいかない。こち

らから見れば、送り出す側の責任もあるけど、企業の責任もあるでしょう。受けとめた方
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の企業の責任もあるんだけど、そこをゆっくりとかみ合わせていくという体制に非常にな

いんですよね。 

 特に東京は厳しいなと思っていて、たまたまこの間、区市町村の方も集まって統一見解

を出す機会があったので、上滝さんのほうからでも、それについてちょっとご報告しても

らえればと思うんですけど。 

○今野座長 私のかわりに司会するのかい。じゃあ、どうぞ、何かありましたら。 

○上滝委員 天野委員と小島委員が繰り返し言っているように、送り出す側としては定着

支援が一番今課題になっているということで、天野さん、もう既におっしゃいましたので、

私がここで繰り返し言うことはないのですが、先日の東京都の区市町村就労支援センター

と、あとナカポツの意見交換会の場で、どこの事業所も、どこの支援センターも、あとナ

カポツさんも、定着支援を何とかしなくてはいけないということで共通認識しているとい

うことと、加えてこの状態ではやはり今後よくないだろうということで全員で認識したと

いうところです。 

 これが報告で、次、私の意見でよろしいでしょうか。今までの中山委員とか、石川委員

の話を聞いていて私が思ったのは、やはりコミュニケーションですね。送り出す側と受け

手のコミュニケーションの不足というのが一番今問題にあるのかなと聞いていて思いまし

た。 

 それを解決する対応策としては、これは前回も言ったかと思いますが、今回、福祉保健

局さんが就労移行支援事業所向けのアンケートをされましたけれども、そこでそれと同じ

ような項目で企業側にもアンケートしていただいて、企業側が一体どのような項目が大事

で、障害者を雇う場合、そして定着をしていく上では何が大事なのか、そして送り出す側

は一体どこが大事かという、そこの乖離の部分ですかね、そこをまずきちんと押さえれば、

その差を埋めていくということができるのではないかなということを、まず聞いていて思

いました。 

 それと、２点目に、これは天野さんもおっしゃいましたが、今回のこの論点を見ると、

送り出す機関に何が求められるかということで、何かスポットが送り出す側だけで、やは

り企業側の受け手側もどのような視点で今後対応策をとっていかなくてはいけないのかと

いう、そのような物の見方も必要なのではないかなと思いました。これが１点目の部分と

重なるのですが、送り出す側だけではなくて、受け手側の実態というのでしょうか、そこ

の整合性を見る必要があるのではないかと思いました。 
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 あと、３点目に、ツールの話が出ましたが、記憶に間違いがなければ、何年か前に福祉

保健局、ＦＶＰさんにお願いして実習の際の、どのようにすれば企業側の実習の場面に利

用者さんを送り出せるか。その際にどのような準備が必要なのか。その際、紹介の文とか、

アセスメントの方法。それらの冊子というのでしょうか、何年か前につくられて、配布さ

れましたよね。でも、悲しいかな、全然現場としては活用されていないという現状にある

というところで、そこも、これは先ほど職業センターの方がおっしゃっていましたが、や

はり現場は忙しくて、そのようないろいろな情報、いろいろなツールをもらっても、なか

なかそれをうまく活用できない状況にある。これは結局は天野さんの意見にまた行くので

すが、時代のスピードが速くて、現場としてはなかなかじっくりと取り組めない。折角い

い材料とかを用意しても、なかなかそこが有効活用できないというのが現状なのかなと思

います。 

 ちょっと長々と言いましたが、以上です。 

○今野座長 ほかにいかがでしょうか。 

○本永委員 企業側ということで、今、企業側にも求められることというお話がちょっと

あったので、お話しできればなと思いました。 

 私ども、今、社員は180人ぐらいですが、人材派遣の会社をやっていますので、本社ス

タッフですと20人弱です。その中に精神障害の方が４名いらっしゃいます。そういう中で、

今までにちょっと途中でだめになったというか、退職された精神障害の方もいらっしゃい

ます。長くやっていただいている方もいらっしゃいます。支援機関の方もそれぞれだなと

いうところを感じているんですけど、そうしたときに１つ企業側に求められるということ

を私どもの方で言えば、私どもは、精神障害中心ですので、ちょっとそれに限定されます

けど、精神障害に対するやっぱり理解は企業側が持っておく必要がかなりあるかなという

ふうに思います。 

 それを前提にした上でなんですけど、じゃあ、送り出し機関に何を求めるかというと、

企業側といいますか、対応する側をある部分信頼していただきたいなというのを感じます。

その部分があればというか、ないと難しいのではと思います。これはちょっと私の感想み

たいなところもあるんですけど、障害者の方、どちらかというとそれまでずっと長く、障

害が良くなるまで、働けるまで支援機関の方とつき合っていらっしゃった期間が当然長い

と思いますので、そちらの方をかなり信用している感じなんですね。そうすると、支援に

立たれる側の方が、「あの企業は大丈夫だよ」とか、「あの会社、一生懸命やってくれてい
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るよ」みたいなことを言っていただくか、少しでも障害者の方が何かつらいとか何か言っ

たときに、「あ、そうなの、そんな大変なことがあるの」とか。あの会社は少しひどいね

みたいな、そこまでいかないにしても、ちょっとでも会社側に対するマイナスのイメージ

みたいなものが入ると、どうしても、これは私の印象ではありますけど、障害者の方の、

働き方とか、何となく変わってくるのかなということを感じます。 

 そういう意味では、前提として企業側の理解といいますか、障害に対する理解を前提と

して、送り出していただく側には、信頼、その上でやはりコミュニケーションがあったり

とか、いろんなこと、やりとりがある。そういう中では、信頼があれば、送り出し機関の

方が申し送りしていなかったことが起こったりしても、それはそれで企業の側も受けとめ

られますし、逆に、企業が仕事で厳しく何か言ったことで障害者の方がある種反論された

りしたりしても、それも仕事のうちだから、そういうこともクリアしていけばいいんじゃ

ないのと支援機関の方に言っていただければ続けられるということにつながるんじゃない

かなと思いますので、私が感じるのは、やっぱりベースにあるところは、ちょっと抽象的

なんですけど、信頼関係みたいなことです。私は企業側ということでいけば、ぜひ企業を

信頼していただいて送り出していただければ良い関係がつくれるんじゃないかなという気

はいたします。 

○今野座長 ちょっと追加してお聞きしたいんですけど、信頼してと言って信頼されるも

のじゃないので、ですから、その信頼関係を築かないとコミュニケーションが円滑にいか

ないというのはそのとおりですよね。そのプラットホームになると思うんです。そうする

と、問題は、信頼関係はどうやって築けるか。信頼して信頼してじゃだめなはずなので、

その辺については何かございますか、ご意見。 

○本永委員 かなりこちらが意識しているのは、どんな細かいことでも当初は連絡するよ

うにしています、支援機関の方にですね。それこそ、きょう５分ぐらいちょっと遅れられ

ましたよとか、どんなことでも良いと思うんですけど。あるいは、今日厳しいことをちょ

っと言ったんですけど、何かその後お電話されていないですかねとか、こちらがやったこ

と全てオープンにして、気にしていることを伝えていくことがそういうことにつながって

いるかなという気がします。 

○今野座長 ほかにいかがでしょうか。 

○小島委員 今言われたこと、私もそうだなと思うのは、一人一人の支援、バックアップ

はどこがしていくのかということをしっかりとしていないととんでもないことになって、
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ひとりぼっちみたいなことになっていくと思うのです。アセスメント、個別支援計画が重

視されていますが、一夜にして変わってしまう障害者の状況。家族の具合が悪くなったり、

転居になったり、いろんなことが起こるので、資料というのは、それは資料ではあるけれ

ども、やっぱりその人１人ずつをどこがバックアップしているのかということがすごく重

要だなと思うんです。 

 ナカポツも就労支援センターもバックアップの必要なたくさんの人を抱えざるを得ない

し、どんどん支えねばならない人が多くなっていっています。多分、５年前からしたら５

倍、または10倍にもなっているところがあって、今日こちらに傍聴されている人たちの中

に、もうアップアップだよという就労支援の機関の人が見えているように思うんです。や

っぱり就労支援機関がしっかりと一人一人の状況をつかみ、職場と連携をとりながら、仕

事のことだけじゃなくて、むしろ生活、家族を含めての支援をせざるを得ないというのが

今就労支援センターの課題になっています。 

 会社はいろいろご理解をくださるようになって、仕事の上では特に問題はないけれども、

それを支える生活の場面でがたがたしてきてしまうところで会社に行けなくなったり遅刻

になったりというようなことが起こってくる。これを支えていく定着支援というか、もう

生活支援を含めた定着支援をどういうふうにしていくかが課題、（先ほど上滝さんも言わ

れましたけど、）になってきて、研修なんてしている暇がないよというのが現実です。 

○今野座長 ところで、おっしゃられたように、細かい支援をする、あと企業側との信頼

関係を築くためにはやっぱり細かくコミュニケーションをする。でも、片方では対象者が

増える。対象者が増えて、ほかの条件が全部一定だったら、コミュニケーションは荒っぽ

くなるのは当然。そうすると、コミュニケーションを今度は細かくするのを維持しようと

思えば、対象者が増えているんだから、それに携わる人を増やすしかない。こういう話な

んですけど、でも、普通は資源が非常に限られているということが前提ですから、じゃあ、

その中で何に、何かこんなことしたらうまくいくかもしれないというのを小島さん、どう

ですか。例えばとか、それでもいいんですけど。 

○小島委員 要するに人を増やす――機械でやる仕事ではないので、会社との関係も本人

のサポートも人がやるしかないということははっきりしているので、もう入るところに関

してはジョブコーチとかいろんな形で進められてきて、つくられてきていると思っていま

す。法律もがんがんいくので、もう入れていただくところは本当にいろんな形でカバーさ

れてくる。支えるところは人しかない。人も、どこかの機関に頼んじゃえばできるという
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問題ではなくて、その人の住んでいる地域でしか――ほかの地域から来て何かやってくれ

るというのもないでしょうというふうに思うので、相談支援事業なんかも始まってきてい

ますけれども、本当に人を増やすしか、それは方法はない。 

 会社との話し合いももちろん、本当に会社、今私はこんなところまでやってくれている

のかなと思うほど頑張っていただいていると思っているので、そんなに頑張っている会社

にどうして行けなくなっちゃうのというのは、やっぱり生活のところでがたがたしちゃっ

て困っている人たちが何人も、どうすることもできないで会社に迷惑かけちゃっているな

という思いのところも。 

 もう人しかない。ということは金しかないだろうということははっきりしているのかな

と思っています。 

○今野座長 ほかにいかがでしょうか。 

○天野委員 その続きで。 

○今野座長 短くね。 

○天野委員 わかりました。 

○今野座長 あと15分しかないから。 

○天野委員 今のお金のことで言えば、でも、限られた財源ですよね。当然そんなにお金

があるわけじゃないし、何人も定着支援つけるわけじゃない。ということで、ずっと最初

から言っているのはお金の使い方。東京都が就労支援に対するお金の使い方を、ずっと嫌

がられるほどに言っていますけれども、これはなくても良いんじゃないというようなこと

とか、どうしてここにお金を使っているんだろうというようなことが誰から見てもわかる

ようなところは削って、やっぱりまず必要な定着支援というところをやっていただきたい

ということで要望書を出しています。 

○今野座長 ほかにお願いします。 

 当然のことながらあれだよね。理屈で言って、マッチングがうまくいけばいくほど定着

支援の手間は落ちるはずなんですよね。だから、それとの兼ね合いというか。だから、ど

っちも不必要ということじゃないんですよね。 

○天野委員 働いて１年とかはみんなうまくいきますけど、やっぱり小島さんも言ってい

たけど、何年もたつと会社も状況が変わりますよね。担当がかわるとか、会社が合併した

とかで非常にタイトになってきて、それから、ご本人も、親がどうしたとか、ご本人が高

齢になったといって、どんどん弱くなってくる。それを支えるということで、何かちょっ
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と支える方も切りがないような状況なので、入り口のマッチングだけ良いのは最初のとき

だけ。その後のずっとエンドレスなものに対してやっぱり何らかの支援を厚くしなきゃい

けないという、そういうことです。 

○今野座長 ほかにいかがでしょうか。 

○石川委員 この会の冒頭に中山委員のほうからあった退職率について、今の議論にも関

連するかと思うのですが、特に精神障害、あるいは重度の知的障害の方は、就労後さまざ

まな問題が、それこそ永遠に続くというのが大きな課題でもありますし、それがやはり退

職、定着率の問題に非常に大きくかかわっているということは当然あるかと思います。 

 提案になってしまうんですけども、中山委員がおっしゃっていたように、入り口の部分

の就労率ということはもう今までのデータの量で十分ですので、今後は実際に就労後定着

がどのように図られているのか、それが送り出し機関ごとにどういう状況になっているの

か、そして、できましたら、それはハローワークさんだけでは難しいんですが、退職理由

をきちっと把握する。退職、そういった課題に対してどのような形で、例えばナカポツセ

ンターさんを中心にどのような解決を図っておられるのかといったことを、やっぱりノウ

ハウを必ず共有していくための第一歩としてその辺の状況の実態把握ということが私は必

要だと思います。 

 精神障害の方で言いますと、20年度から21年度の間でハローワークさんに出ている資料

では、精神障害の方、一般求人も含めると、１年で60％の方が退職するというデータが出

ています。ただ、オープンで求人のあった方は40％という状況も出ているようです。私ど

もの会社で言いますと、精神障害の方の退職率は今現在８％です。でも、退職の理由をい

ろいろ分析しますと、これはどうしても私どもの力には及ばないなという、最低限度、

４％の方はどの方でもちょっと難しかったという情報が出ていますので、今現在、私ども

に置きかえるとそういう状況になります。 

 ですから、これもそういう分析をしてゆくと目標値とかも出てくることになりますので、

そうした実態分析を組織を挙げて行う。送り出し機関さんや、あるいは行政の皆さん方も

同様にその点に着目をして、今後は就労の質の向上という側面から問題を考えていかなけ

ればいけないと思います。 

 すみません、長くなりました。 

○今野座長 一番難しい。一番それがね。追っかけるわけだからね。非常に難しい。 

 最後、そろそろ締めようかなと思っているんですけど、山鼻さんしゃべっていないでし
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ょう、今日。 

○山鼻委員 たまには無口で。 

○今野座長 いえ、何か最後しゃべってください。 

○山鼻委員 今いろいろお伺いしまして、やはり企業の方の問題も、企業も本当に千差万

別なんですよね。支援機関とのつき合い方が全くわからない企業もおりますし、全て支援

機関に任せてしまうというようなところも企業側が反省しなければいけないというところ

もありますし、また支援機関自体の存在を知らない企業もまだまだ多いんですが、私ども、

やはり企業を回ってみて感じるのは、雇用に関してはかなり前向きに、本当に３年前に聞

いていた時とはもう全然違って、企業は雇用しなければいけない。一般的な意見なんです

けれども、ただ、どうして良いかわからないという、まだそういうふうなレベルにある企

業もたくさんありまして、その地域のところで本当にいろいろやってくださっているとこ

ろをどうやって企業の方も知っていかなければいけないかというところで、多々反省しな

ければいけないこともあるんですけれども、非常にアセスメントの問題もずっと昔から言

われていまして、高障機構さんでもいろんなツールも出ています。練馬区さんでもやって

いますし、いろんなお話も聞くんですが、そこがまたうまくいかない。手をかえ品をかえ

やるうちに、先ほど言われたように、雇用率はどんどん上がってしまう。監督官から言わ

れる。どうしようというようなところで、これから先は、本当に先ほども言われたように、

一期一会ではないんですが、せっかく雇用した方、それが上質な雇用であって、定着率と

いうところを本当にこれからは見ていかなければいけないんじゃないかなというふうに思

っておりますが、今回の地域就労支援に関しては、何も言葉が今のところなくてすみませ

ん。 

○今野座長 それともう１人、小川さんしゃべっていないですから、小川さん、どうぞ、

最後。小川さんを最後にしたいと私は思っていますので、よろしくお願いします。 

○小川委員 今日はいろいろお話を伺って、それから実態調査の結果を聞かせていただい

て、結局わからないのが、東京都には就労移行支援事業所がまだ足りないのか、もっと必

要なのか、どういうタイプが足りて、どういうタイプが足りないのか、そこがまだわから

ない。そこが本日の一番重要な論点だったのかなと思いますで、今後もさまざまな調査で

あったり議論が必要なのかなと思います。 

 やはり論点を組んでいただいた中で、ミスマッチをどういうふうに防ぐのか、雇用率の

上昇、精神・発達の方たちの求職はもっと増えていくと思いますし、それから、ハローワ
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ークのところで本当に頑張っていただいて――東京の特徴かと思うんですが、それから市

区町村就労支援事業のところも頑張る。だけども、発達や精神の方たちのどういう仕事が

向いていて、どれぐらいパフォーマンスがあるのか、情報が欲しい、そのとおりだと思う

んですが、面接だけではわからないというのが結論じゃないかなと思っています。 

 天野委員のところの情報が大変役に立つ。これはやっぱりナカポツと就労移行支援事業、

両方できちんとアセスメントをしているからなのではないかなと思います。発達や精神の

方、働く場所と、そのフィードバック、それから日中とにかく通う場所、ここが必要なの

で、東京の場合にはさまざまな就労支援機関がありますけども、やっぱり日中通って経験

を積みながらちゃんと目標に向かって目指しているという実感をとれる就労移行支援事業

所がどうなのかなと。本当に足りていないんじゃないかとは思うんですが、まだそこがわ

からないというふうに思っています。 

 今回、Ａグループが20カ所ですか。このＡグループ20カ所が本当に十分なのかどうなの

か、それからＢグループの中でどれくらい使えると言ったらあれですけど、使える就労移

行支援事業所はどれくらいなのかというのをもう少し見ていく必要があるのではないかな

と思います。 

 使える使えないというのは、１つはコンセプト、どういうコンセプトの就労移行支援事

業所なのか。それから、立地条件がどうなのか。それから、中身のメニューがどうなのか。

それから、連携がどうなのか。それから、最後、フォローアップをきちんとやっているの

かどうなのか。そんなような要素で見ていけるのではないかなと思いますので、もう一息

進めた調査も今後必要なのではないかなと思います。 

 もう１つは、就労移行支援事業所に聞くだけではなくて、先ほど面接だけではわからな

いというふうに申し上げましたけども、相談支援をしているところが困ったという時に振

れる、お願いできる就労支援事業所はありますかという聞き方もあるんじゃないかなと思

います。市区町村単位では、やはり自分のところの自治体の中に就労移行支援事業所が１

カ所とにかくなきゃいけないというところで施策を進めて、最低１カ所は設けなきゃなら

ないということで施策を進めていると思うんですけれども、例えば16万の非常に小さい区

であるとか、そういうところで１つあったから十分という話ではないので、東京全体エリ

アで見て、就労移行支援事業所がちょうど良いバランスであるかどうかというのを見て評

価できるのはやはり東京都ではないかなと思いますので、少しそんな視点で東京都の就労

移行支援事業のあり方というのを、もう少し情報収集をしていただけるとありがたいかな
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というふうに思いました。 

 以上です。 

○今野座長 ありがとうございました。 

 それでは、そろそろ時間ですので、この辺で終わりにさせていただきます。 

 きょうは自由に議論していただきましたので、そこで出されたアイデアとか考え方を都

としては参考にしていただければというふうに思います。 

 それでは、事務局から連絡があればお願いします。 

○野原課長 各委員の皆様、大変お忙しい中、本当にご協力いただきまして、いろいろご

議論いただきまして、ありがとうございました。 

 次回の協議会については、来年を予定しているところですけれども、どのような形で議

論するか、またそれについてご意見やご助言を個別に伺ったりすることも考えております

ので、その際にはまた改めてご連絡をしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○今野座長 それでは、終わります。ありがとうございました。 

午前11時57分閉会 


